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はじめに
少子高齢化、人口減、地方衰退というように地方の地域課題は深刻化し、
様々な対策が採られてきているが、少子高齢化、人口減、地方衰退のスピード
に追いつけない現状がある。発展途上国の地域課題に対する国際協力の経験 1
から、地方の衰退や人口減少が著しい東北地方の地方自治体への教訓をまとめ、
現状を打開するための提言を試みたい	2。
１．ODAの現状
政府開発援助（ODA）は、市場原理の下では財やサービスが供給されない
か、あるいは不十分な量しか供給されない国や地域に公共財を供給し、また、
市場原理の下では実現されない国際秩序の安定や途上国の貧困緩和を実現する
ものであり、ODAは国際公共財の性格を持っている3。
先進国による発展途上国に対する不公正な貿易などによって経済格差がもた
らされ、豊かな国上位20ヵ国の平均所得と最貧国20ヵ国の平均所得の格差は
37倍となり、40年前に比べると格差は2倍に広がっている4。この格差を是正
するためには、先進国による発展途上国に対する不公正な貿易を是正するとと
１	 	筆者は、海外経済協力基金、国際協力銀行、JICAキルギス共和国事務所で勤務した。
２	 	国際協力の教訓は、拙著から要点をまとめた部分もあり、重複している部分はご容赦願いたい。
３	 	多くのドナーが輸出振興や資源確保を目的として、旧植民地への影響力の保持を狙って、あるいは
国連での支持を求めてODAを行っていることも事実で、私的財としての面もあり、純粋国際公共
財とはいえないとの見解もある。千明・深尾（99年）、森（20年）	p.	28.参照。
４	 	World	Bank	（200）.	p.	.
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もに、先進国の富を発展途上国に対して再配分する必要があり、その役割の一
部をODAが担っている。スカンジナビアやオランダなど、いくつかの国は国
連の目標であるGNPの0.7％5を超える額をODAに充てているが、米国は0.1％
を充てているにすぎず、格差を解消するには程遠い。
２．スティグリッツによる新古典派批判
IMFと世界銀行は「ケインズの双子」として設立されたにもかかわらず、
ケインジアンとは正反対の新古典派によって支配されるようになった	6。1980
年代に債務危機に陥ったラテン・アメリカ諸国において貿易自由化、財政赤字
削減、インフレ抑制によって一時的にマクロ経済の安定化が実現されたという
経験によって、ワシントンに集まっている財務省や米国開発庁（USAID）や、
IMF、世界銀行の間で「ワシントン・コンセンサス」が形成された。これは、
よい経済パフォーマンスは、自由化された貿易、マクロ経済の安定、価格の適
正化を必要とし、国有企業を民営化し政府が退場すれば、民間市場が効率的に
資源を配分し強力な経済発展を実現するというものである。他の地域にも適用
可能で、人間の生命を含めたあらゆる対象への費用便益分析の適用を含めて、
世界銀行とIMFとの構造調整融資のコンディショナリティとして1990年代の
東欧・旧ソ連諸国の「市場経済移行」政策や1997年のアジア通�危機にも適
用されてきた。
東欧・旧ソ連諸国に対するIMF・世界銀行のショック療法・ビッグバンに
よる「市場経済移行」政策では、表1に示されているように、20％から70％も
５	 	960年、国連総会において、先進国全体として、国民所得（natonal	 ncome）の１％の資金を途上
国に振り向けるべきであるとの決議が成立した。964年のUNCTADＩにおいて、この目標は、個々
の先進国のそれぞれが達成すべきとされた。968年、UNCTAD	II	において、「GNPの」１％が目
標であるとの再定義が合意され、OECD開発援助委員会（DAC）諸国も原則として受け入れた。国
連のミレニアム開発目標は、ゴール8の指標として、DACドナー諸国の国民総所得（GNI）に対
するODA支出純額の割合を、205年までにODAの0.7％目標、200年までに後発開発途上国向け0.5
～ 0.20％目標）が掲げられている。
６	 	本部がワシントンにあるIMFと世界銀行のスタッフの大半は米国人であるが、米国大学の経済学部
教授の大半が新古典派経済学者であるため、新古典派経済学しか勉強してこなかった学生がIMFや
世界銀行のスタッフとなっている。ノーベル経済学賞を受賞したジョセフ・スティグリッツやポー
ル・クルーグマンは、米国では少数派のケインジアンである。ヨーロッパの大学の経済学部の教授
陣は、ケインジアンと新古典派がほぼ半々でバランスがとられている。
85地方自治体への国際協力からの教訓─地域課題の解決に向けて─
GDPを低下させるという��を招き7、1997年のアジア危機でのIMF融資では、
インドネシアで燃料価格引き上げを契機に暴動が起こるなど、失敗を続けてい
る8。スティグリッツ	9は、IMFがアジア危機においても、財政赤字の削減やイ
ンフレの抑制をコンディショナリティにしていたことに対し、「東アジア諸国
７	 	IMF融資を受けずグラジュアリズムで社会主義経済に市場経済を導入してきた中国は、対照的に
990年代以降、年率0％前後のGDP成長率を維持している。
８	 	Stgltz	（999）.	pp.-4.、今井・和田・森	（200年）p.	2.	、今井・和田・大田・森	（2008年）	参照。
９	 	Joseph	Eugene	Stgltz（94年2月9日	-	）元世界銀行副総裁兼チーフエコノミスト。200年にノー
ベル経済学賞を受賞。コロンビア大学教授。
表１　東欧、NIS諸国の実�GDP成長率の���（�）�	 	
1990 1991 1992 1993 1994 1995
1996
予測
1997
計画
1996実質GDP予測
（1989=100）
アルバニア −10.0 −27.7 −7.2 9.6 10.3 9.5 8.5 n.a. 87
アルメニア −7.4 −10.8 −52.4 −14.8 5.4 6.9 4.5 7.0 39
アゼルバイジャン −11.7 −0.7 −22.6 −23.1 −21.2 −8.3 1.2 5.0 38
ベラルーシ −3.0 −1.2 −9.6 −10.6 −12.2 −10.2 2.6 0.0 63
ブルガリア −9.1 −11.7 −7.3 −2.4 1.8 2.6 −10.0 −4.0 68
クロアチア −6.9 −20.0 −11.0 −0.8 0.6 1.7 4.5 5.5 70
チェコ −0.4 −14.2 −6.4 −0.9 2.6 4.8 4.0 4.0 89
エストニア −8.1 −7.9 −14.2 −8.5 −2.7 2.9 3.3 4.0 69
マケドニア −9.9 −12.1 −21.1 −8.4 −4.0 −1.5 3.0 5.0 56
グルジア −12.4 −13.8 −44.8 −25.4 −11.4 2.4 10.5 10.0 31
ハンガリー −3.5 −11.9 −3.1 −0.6 2.9 1.5 0.5 2.5 86
カザフスタン −0.4 −13.0 −14.0 −12.0 −25.0 −8.9 1.4 2.8 45
キルギスタン 3.0 −5.0 −19.0 −16.0 −26.5 1.3 5.4 8.0 52
ラトヴィア 2.9 −8.3 −35.0 −16.0 0.6 −1.6 2.3 4.0 52
リトアニア −5.0 −13.4 −37.7 −24.2 1.0 3.1 3.0 4.0 42
モルドヴァ −2.4 −17.5 −29.0 −1.0 −31.0 −3.0 −8.0 5.0 35
ポーランド −11.6 −7.0 2.6 3.8 5.2 7.0 6.0 5.5 104
ルーマニア −5.6 −12.9 −8.8 1.3 3.9 6.9 4.3 −2.5 88
ロシア −4.0 −13.0 −14.5 −8.7 −12.6 −4.0 −6.0 1.5 51
スロヴァキア −2.5 −14.6 −6.5 −3.7 4.9 7.4 6.8 5.0 90
スロヴェニア −4.7 −8.1 −5.4 2.8 5.3 3.9 3.5 4.0 96
タジキスタン −1.6 −7.1 −29.0 −11.1 −21.5 −12.5 −7.0 −3.0 37
トルクメニスタン 2.0 −4.7 −5.3 −10.0 −20.0 −10.0 −4.0 5.0 57
ウクライナ −3.7 −9.0 −10.0 −14.0 −23.0 −11.8 −10.0 −2.0 42
ウズベキスタン 1.6 −0.5 −11.1 −2.3 −4.2 −1.2 1.6 1.0 84
�	 	990-96年のデータは、各国当局、IMF、世界銀行、OECD、PlanEconや、国際金融研究所の出版物に示され
た最新の公式予測値を示している。996年のデータは予測値で、主に公式な政府予測値である。997年のデー
タは、EBRDの計画値を示している。アルバニアに対しては、当該国をめぐるかなり不確実な展開のために、
計画値は与えられていない。
出所：EBRD	（997b）.	p.7
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では財政は黒字であり、インフレ率は低く、通�下落の前には多くの国で低下
していて、現在の金融危機の起源は他にあり、その解決方法はワシントン・コ
ンセンサスに見出せない」 10と指摘している。ラテン・アメリカ諸国においても、
インフレに焦点を当てることによって、脆弱な金融セクターから注意をそらす
こととなり、市場の自由化に焦点を当てたことによって、金融セクターを弱体
化させ、教育や技術の改善といった事柄はしかるべき注意を受けることができ
なかったと指摘した11。また、「ワシントン・コンセンサスが内包していない
民間セクターを補う政府の役割や政府の効率の改善」12 を強調している。ワシ
ントン・コンセンサスが「薬はよかったが、患者が医者の指示を守らなかっ
た」13 としていることに対しては、スティグリッツは「改革の失敗はさらに深
く市場経済の土台自体の誤解や改革過程のファンダメンタルズを把握すること
の失敗にある･･･医者が処方箋を再考する時である」	14と論じている。
表2にあるように、世銀やEBRD（欧州復興開発銀行）は、ハンガリーの民
営化をはじめとする市場経済化は、東欧、NIS、中国、モンゴル、ベトナムの
なかでもっとも進展していると評価している。しかし、東欧諸国や旧ソ連より
初期条件がよかったわけではない中国やベトナムが、逆に、市場社会主義とい
う1968年から1989年までのハンガリー・モデル	15 を導入し、年率10％前後の
成長を遂げてきているのは、国有企業における工業の比率がそれほど高くな
かったという大きな違いがあるものの、国家の崩壊に帰結したソ連のように、
自由放任の市場万能主義を旗印にした政府機能の停止、貿易の自由化や民営化
といった新古典派のショック療法を適用しなかったことも大きな要因として考
えられる16。このことは、生産を維持しながら経済改革を実施する方法が、東
欧諸国や旧ソ連諸国でもありえたことを物語っている。
0	 	Stgltz	（998）.	p.4.
	 	bd. 	p.5.
2	 	bd.	p.7.
	 	Stgltz	（999）.	p..
4	 	bd .	pp.-4.
5	 	968年からハンガリーで経済改革として始められた市場メカニズムをビルトインした計画経済。
6	 	中国はIMF・世銀から構造調整融資を受けてこなかった。ベトナムも構造調整融資を受けてこなかっ
たが、995年に世銀の構造調整融資に調印したため、大・中企業の民営化というコンディショナリ
ティーを達成する必要がある。
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表２　東欧、NIS、中国、モンゴル、ベトナムにおける民営化
民間セクター
のGDP比（%）¹
大規模民営化² 小規模民営化 企業リストラ 民営化形態
アルバニア 75 2 4 2 1995年バウチャー民営化
アルメニア 50 3 3 2 1994年バウチャー民営化
アゼルバイジャン 25 1 2 2 未実行
ベラルーシ 15 1 2 2 バウチャー実施、取引未成立
ブルガリア 45 2 3 2 チェコ方式
クロアチア 50 3 4 3 合資会社化
チェコ 75 4 4 3 1992年大規模民営化
エストニア 70 4 4 3 資産・直接売却、バウチャー
マケドニア 50 3 4 2 MEBO³、資産売却中心
グルジア 50 3 4 2 資産・直接売却、バウチャー
ハンガリー 70 4 4 3 直接売却中心、補償バウチャー
カザフスタン 40 3 3 2 自発、バウチャー、資産売却
キルギスタン 50 3 4 2 法人化、バウチャー等売却
ラトヴィア 60 3 4 3 1993年バウチャー民営化
リトアニア 65 3 4 3 資産・直接売却
モルドヴァ 40 3 3 2 1994年バウチャー民営化
ポーランド 60 3 4 3 直接売却、バウチャー
ルーマニア 60 3 3 2 バウチャー民営化
ロシア 60 3 4 2 1994年大規模バウチャー民営化
スロヴァキア 70 3 4 3 バウチャー中止、直接売却
スロヴェニア 45 3 4 3 MEBO中心
タジキスタン 20 2 2 1 MEBO、リース、チェック
トルクメニスタン 20 1 1 1 直接売却
ウクライナ 40 2 3 2 MEBO、リース、バウチャー
ウズベキスタン 40 3 3 2 合資、直接売却、合弁等
中国 55 2 3 3 法人化、株式市場上場
モンゴル 55 3 3 2 バウチャー、直接売却
ベトナム 60 1 1 1 法人化
¹	 	996年度中盤のEBRDの概算。ここでの民間会社は、株式の大多数が民間の個人や組織によって所有されてい
るすべての企業が含まれる。ただし、入手できるデータが“民間セクター”あるいは“非国有セクター”によっ
て作成されているため、概算である。特にNIS諸国に関しては、一部分が民営化されにすぎない会社と同様に、
法人化された集団農場を広い意味で“非国有セクター”に加えられている。なお、中国、モンゴル、ベトナム
については、World	Bank（996）.より作成。中国については、非国有セクターは私企業のほか、集団企業、郷
鎮企業を含む。中国の農地は、長期リースによる借地であるが、995年のデータでは農業は民間としている。
ベトナムについては、非国有セクターは官民による合弁企業を含まない。
²	 	4段階評価である。なお、中国、モンゴル、ベトナムについては、石川、和田、林、木崎、他（997）.の独自採
点による。
³	 	Management-Employee	Buyout:	経営者・従業員への売却で、東欧、NIS諸国の中規模以下の企業で盛んに行わ
れた方式。銀行などの第三者からの購入のための融資を含むもの、資産自体は売却せず、経営者・従業員によっ
て作られた企業が国有企業資産をリースすることによって運営するLeasng	MEBO、大企業が企業の一部を従
業員や経営者に��転させるSecondary	MEBOなどの様々な形態がある。ハンガリーでは、従業員株主プログラ
ム（Employee	Stock	Ownershp	Program	=	ESOP）の形態が多い。
出所：EBRD	（997a）.	p..，World	Bank	（996）.	p.5.、石川、和田、林、木崎、他	（997）.
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３．当然の帰結としての世界金融危機
先進国においても新古典派の支配が続き、イギリスではサッチャー首相の規
制緩和・民営化路線を労働党のブレア政権も引き継ぎ、フランスではサルコジ
大統領がフランス伝統の平等主義を捨て自由競争を重視する英米型の新自由主
義経済政策路線を提唱し、日本では小泉政権が金融分野だけではなく幅広い分
野で規制緩和を推進し、郵政民営化を行った。
新古典派経済学（新自由主義）の経済政策は、金融市場で規制緩和を行い、
グローバルに規制緩和を推進し、国境を超えた資金移動を自由化し、ITを駆
使して金融派生（デリバティブ）商品を生み出し、自己資本をはるかに上回る
資産膨張を可能にしたレバレッジ（テコの原理を使う）経営によって巨利を得
てきたが、とうとう世界の金融システムを破綻させた。
ストロスカーンIMF専務理事は、先進国における規制・監督面での失敗、
民間金融機関のリスク管理の失敗、市場規律メカニズムの失敗が金融市場にお
ける危機の3つの原因であるとし17、金融市場・金融機関に関する合理的なルー
ルを備えた強力な規制が必要で、誰もがルールを遵守して行動するよう、金融
機関は徹底的な監督の下に置かれなければならないと指摘した18。これまで新
古典派の牙城であったIMFのトップが、これまでの規制緩和自体に失敗の原
因を認めたことは、新古典派経済学の破綻を意味するものであった。
しかしながら、米国ではすべての金融機関が公的資金の返済を終了し、元の
木阿弥に戻りデリバティブ取引が大規模に復活	19し、米国民主党政権も日本の
民主党政権も部分的な手直ししかしていない。大恐慌後のファシズムの台頭と
第二次世界大戦という悪夢を再び味わわなければ、人間は全面的な制度転換を
行えないのか、と悲観的にならざるをえない。
7	 	http://www.mf.org/external/japanese/pubs/ft/survey/so/2008/new008aj.pdf
8	 	http://damond.jp/artcles/-/065
9	 	JPモルガン・チェースは、202年5月、デフォルト（債務不履行）に備えたデリバティブ商品であ
る「クレジット・デフォルト・スワップ	（CDS）」で約20億ドル（約600億円）の巨額損失を出した。
http://www.nkke.com/news/topc/artcle/g=96958A9C98959CEE7E2E29E8DEE7E2E7E0E2
EE0E2E2E2E2E2E2;q=9694E0EAE2EE0E2EE2E5E0E6E0;p=9694E0EAE2EE0E2EE2E5E0E
EB;n=9694E0EAE2EE0E2EE2E5E0EE4;o=9694E0EAE2EE0E2EE2E5E0EE5
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４．アマルティア・センによる貧困削減・格差解消の枠組み
貧困国が多い南アジアにおいてスリランカ民主社会主義共和国（以下、スリ
ランカ）は、所得水準に比較して、47/10 万人と�産�死亡率や12.2/1000人 
と乳幼児死亡率が低く、91％と識字率が高く（表3参照）、74.41�と平均�命
が長く、社会福祉がいきわたり、人口増加率も低い。南アジア諸国の中でスリ
ランカの人間開発指数は群を抜いている。人間開発指数も低く貧困がはびこっ
ているインド、パキスタン、バングラデシュとは対照的である。アマルティア・
表３　国別の識字率（2002年時点）
全体 男性 女性
アフガニスタン ３６％ ５１％ ２１％
イスラエル ９７％ ９９％ ９６％
イラク ７４％ ８４％ ６０％
イラン ７７％ ８４％ ７０％
インドネシア ８８％ ９３％ ８３％
インド ５８％ ６９％ ４６％
オマーン ８１％ ８７％ ７４％
カザフスタン １００％ １００％ ９９％
カタール ８９％ ８９％ ８９％
カンボジア ７４％ ８５％ ６４％
キプロス ９７％ ９９％ ９５％
キルギス ９９％ ９９％ ９８％
クウェート ９３％ ９４％ ９０％
サウジアラビア ７９％ ８７％ ６９％
シリア ８０％ ９６％ ７４％
シンガポール ９３％ ９７％ ８９％
スリランカ ９１％ ９２％ ８９％
タイ ９３％ ９５％ ９１％
タジキスタン １００％ １００％ ９９％
トルコ ８７％ ９５％ ８０％
中華人民共和国 ９１％ ９５％ ８７％
日本 １００％ １００％ １００％
パキスタン ４２％ ５３％ ２９％
バングラデシュ ４１％ ５０％ ３１％
ナイジェリア ６７％ ７４％ ５９％
レソト ８２％ ７４％ ９０％
ニジェール １７％ ２５％ ９％
キューバ ９７％ ９７％ ９７％
ドミニカ共和国 ８４％ ８４％ ８４％
ブラジル ８６％ ８６％ ８７％
ウルグアイ ９８％ ９７％ ９８％
ペルー ８６％ ９１％ ８０％
Source:	UNESCO
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セン	20は、「スリランカ・モデル」を高く評価し、「社会福祉プログラム、公共
配給制度、所得および所得以外の諸便益の分配の達成」によって人々の「生活
の質」が改善し、貧困の除去に成功したモデルであると論じている21。
十分な食料、住居、衣服、きれいな水、医療、交通機関、教育などの基本的
ニーズが満たされるか否かは、一人当たり所得の額ではなく、生産物がどう配
分されるかにかかっていて、貧困は、状態ではなく、豊かな人との関係、国家
との関係、個人および集団の権利の法的・社会的枠組みとの関係のなかで、物
的・非物的財やサービスをどう利用できるかを表現している。アマルティア・
センが権原（entitlements）の失敗	22＝権利付与の失敗としているものである。
換言すれば、身分や階級関係自体を改め富の再分配をしなければ、物的支援の
みを行っても貧困の解消には結びつかないということである。
バングラデシュにおけるグラミン銀行	23やNGOのBRAC（Bangladessh Rural  
Advancement committee）のマイクロファイナンスによる貧困対策が注目され
ている。貧困を緩和するためにマイクロファイナンスのような対症療法的な措
置は必要であるが、インフラ整備が不足しているとともに、バングラデシュに
おける農民が貧しいのは農民の6割が土地なし農民であるためであり、大土地
所有制にメスを入れることなく対症療法さえしていれば貧困が解決されると考
えるのはナイーブである24。
５．不十分な公共財の供給
国 連 開 発 計 画（UNDP）は、1993 年 に そ の 年 次 報 告 書 で あ る Human 
Development Report（『人間開発報告』）にて、国土の安全ではなく人々の安
全のための安全保障の必要性に言及し、1994年の年次報告で人間の安全保障
概念がより具体的に記述された。人間の安全保障委員会が、2001年1月に緒方
貞子前国連難民高等弁務官およびアマルティア・センを共同議長として創設さ
20	 	Amartya	Sen（9年月日	-	）インド出身の経済学者。アジア初のノーベル経済学賞受賞者。現在、
ハーバード大学教授。
2	 	Sen	（98）
22	 	セン	（2000年）	pp.	256-259.
2	 	世界銀行の融資や円借款によっても支援されてきた。
24	 	国際NGOの国境なき医師団は、紛争地帯などで怪我人の治療を行っているが、いくら治療しても次
から次へと怪我人が運ばれてくるため埒が明かず、紛争責任者の所へ乗り込み、紛争自体をやめる
よう直談判しているが、同じ文脈で理解できるものである。
9地方自治体への国際協力からの教訓─地域課題の解決に向けて─
れた。また、UNDPは『人間開発報告書』で公共財の整備をキーワードとし、
その重要性を述べてきている。公共財とは、社会全体で維持され、誰もが等し
く受益できる公共的なサービスで、公共交通機関、電気、ガス、上下水道、放
送、郵便、通信、教育、医療や公的な福祉と介護などである25。
国際連合教育科学文化機関（UNESCO）は、「万人のための基礎教育」を目
標として掲げ、裕福な人々だけが受けられる教育ではなく、貧しい人々も含め
てすべての人々が受けられる教育の必要性を訴えているのである。世界保健機
関（WHO）は、「最高水準の健康の維持は、万人が有する基本的権利である」
としている。このように、貧富の格差や地域による分け隔てのない便益がユニ
バーサル・サービスとして提供される必要性を訴えているのである。
このように、公益社会＝公共財の供給がすべての人に行われている社会とい
え、EUのように公共�	26 の拡大を図るという先進的な取り組みを評価する必
要がある。ドイツやフランスのようなEU主要国では、医療・福祉・教育など
は100％公的セクターであり、公共財の供給の模範となっている。
もっとも、EUのギリシャ危機への対応は、IMF・世銀の構造調整プログラ
ムと同じで、新古典派経済学の処方箋であり、EUがすべての領域において新
自由主義や新古典派経済学を克服できているわけではない	27。市場統合でもっ
25	 	金融機関は、高度にIT化されており、コンビニなどのATMで各行の引出・預入が可能で、金利も
横並びで、民間の個別銀行として多数存在する意義は薄れてきている。民間金融機関が短期の利潤
最大化を追求し、バブルを発生させ、複雑なデリバティブ商品の販売やレバレッジ投資によって不
良債権を累積させ、金融システムを崩壊させる危機を繰り返してきており、経済に血液を送る金融
システムも公共財として位置づける必要性が高まってきている。コンビニは、バーコード読み取り
によるPOS	Systemで売れた商品の情報が中央のコンピューターに直結し商品の補充がトラックで
行われるため、多数の会社で展開されるより、生産者から消費者に日常生活物資を供給する単一の
小売システムとして展開した方が効率的になる。宅配便も、荷物がコンピューター管理されており、
多数の会社で展開されるより、単一の物流システムとして展開した方がトラックの数や燃料使用が
効率的になる。安全で環境に優しい��動手段や電気製品を供給する製造業においても、かんばん方
式によって、在庫を持たず、必要な物を、必用な時に、必要な量だけ生産することが可能になって
いる。このように、今や金融システム、製造業、小売業も企業の社会的責任（CSR）を果たすことによっ
て公共財として位置づけられる。森（20年）pp.	7-2.
26	 	福田（200年）、山本（20年）	
27	 	ギリシャは古代から地中海一帯で貿易を展開してきた歴史もあり、オナシス家、ニアルコス家、ラ
ティス家、マルチノス家、ロス家、クルクンディス家、リバノス家と海運王が多く、船舶保有量は
世界第4位の2,870万総トンに及ぶ。業界によると、GDPに占めるシェアは約5％で、雇用者数は25
万人である。ギリシャ人船主はパナマ（世界第位）やキプロス（世界第6位）など税制優遇措置
を利用できる国に自らの船を登録することが多く、ギリシャ政府は主要な産業である海運業を課税
捕捉できない。多国籍企業が栄えて国滅ぶというグローバル資本主義経済の典型的な例といえる。
EUやIMFは、タックスヘイブン（租税回避地）を廃止し多国籍企業を課税捕捉することなく、ギ
リシャ政府の財政支出削減努力ばかりを求めてきているが、処方箋が間違っているといえよう。
　	http://jp.wsj.com/World/Europe/node_60697、森	（20年）	p.	95.
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とも恩恵を受けてきたのは輸出立国のドイツであり、1人勝ちしてきたドイツ
がPIIGS	28 や東欧諸国との経済格差を招き危機の原因を作っているといえ、格
差を解消するために富の再分配をしないかぎり問題は解決しないであろう。
ヨーロッパの福祉国家は消費税の重い税負担によって支えられており、財政
赤字が膨らむなか福祉国家の見直しもしばしば議論されてきた。しかしながら、
EU加�国、米国、日本など先進国は例外なく財政赤字に苦しんでいるのであ
り、資本主義がグローバル化し、多国籍企業の租税回避によって多国籍企業が
栄えて国滅ぶという共通の問題に直面しているのである。EU首脳会議は、企
業が合法、違法を問わず行っている租税回避により、EUは年間1�ユーロ（1
�3,000億ドル）の税収を失っているとし、グーグル、アップル29、アマゾンと
いった大企業が積極的な租税回避をできなくするよう、規制を強化すべきとの
方針を打ち出している30。日本に本社がある多国籍企業も、オリンパス事件の
ようにケイマン諸島などのタックスヘイブンに子会社を設立し、利益や損失を
隠し租税回避を行うことが常態化している。多国籍企業の租税捕捉が実現すれ
ば、消費税などの重い税負担を大幅に軽減できることになる。
６．ユニバーサル・サービスの原則
世界と地域が影響を与えあうグローカルな時代には地方分権化が世界的な潮
28	 	世界金融危機において金融・財政部門の改善が自国の力のみでは達成出来ない可能性のあるヨー
ロッパの国をまとめて表現するために、該当する国家群の英語の頭文字からつくられた頭字語で、
ポルトガル、イタリア、アイルランド、ギリシャ、スペインを指す。
29	 	アップルは、980年にアイルランドに工場を設立し、0年間の免税措置を受けた。その後、欧州で
は企業への免税措置が禁止となったが、アップルは992年、同様の免税措置を提供するシンガポー
ルへの��転計画を発表。これを受け、アイルランド政府は、課税対象を減らすなどにより、非課税
措置と同様の結果となる形をとり、ほぼ非課税となる優遇措置を受けていた。
　	http://www.yomur.co.jp/atmoney/news/200524-OYTT0057.htm?from=man7
0	 	オランド仏大統領は「一定数の企業が合法手法を用いて税金の支払いを逃れている状況は容認でき
ない」と主張。「こうした事態を食い止めるため、欧州が一丸となって統一基準を作り、問題に取
り組む必要がある」と訴えた。キャメロン英首相も協調対応が必要とし、「問題解決に向け、国際
的に取り組む現実性が増している。これは各国が独自に対処する問題ではない」と述べた。首相は
来月アイルランドで開かれる8カ国（G8）会合で税問題を最優先で話し合うよう求めている。メル
ケル独首相は記者団に対し、各企業ともそれぞれ拠点としている場所でさらに支払いを行うべきで
あり、そうした状況の実現に向けて努力していくと述べた。
　	http://jp.reuters.com/artcle/companyNews/dJPLN0EIZ200522
9地方自治体への国際協力からの教訓─地域課題の解決に向けて─
流となり、地域公共政策は官民の協働によって進められる傾向がある。しかし、
民間企業は短期的な視野で利潤の最大化を追求することを優先し、社会的責任
を果たすことを疎かにする傾向がある31。
社会全体で維持され、誰もが等しく受益できる公共的なサービスとして、電
気、ガス、水道、放送、郵便、通信、教育、医療や公的な福祉と介護などでの、
「地域による分け隔て」のない便益の提供義務をユニバーサル・サービスと位
置づけられてきている。しかし、このようなユニバーサル・サービスの分野に、
民活と称して民間企業の参入を許せば、人口の多さゆえに収益性が高く見込ま
れる都市部（県庁所在地など）に限定したサービスとなり、高い料金設定と
なって低所得者層が利用することができなくなったり、利潤追求のため人員や
サービスが削減され、サービスの低下を招く。また、人口の少なさゆえに採算
が見込まれない田舎は対象外とされ、サービスが提供されなくなってしまう。
民間の新規参入者などが「いいとこ取り」を図る行為は「クリーム・スキミン
グ」（cream skimming）や「チェリーピッキング」（cherry picking）と呼ばれ      
る。このように、ユニバーサル・サービスは民間企業では提供できないという
基本的な問題がある。
日本では、働きたくても子供を預ける場所がないため、少子化を招いている。
保育園の待機児童数は、2012年10月1日時点で、全国で46,127人32、山形県で
239人である。これを解消する方法として安倍政権は横�市のように民間企業
	 	ローマ法王は99年に出版されたCentesmus	annus で、事業の目的は、生産と利潤にだけある
のではなく、そのメンバーが基本的な需要を満たすことに努める人間の共同体としての事業その
もので、個別グループを形成しながら社会全体の利益に奉仕することとしている。これに対して、
FIATの会長であるチェザレ・ロミティやイタリア国立銀行総裁のアントニオ・ファズィオは、経
済を創造すればするほど共通善のためになり、共通善は利潤追求の副産物にすぎないとしている。
森（999年）p.	267.参照。建設、食品、電機、輸送用機器、金融といったあらゆる職種で私利私欲
を肥やすためだけに労働が行われたら、耐震強度計算の偽装、食の安全性の偽装、自動車の欠陥隠
蔽などの多発する事件に見られるように、技術開発、製造、投資等のあらゆる事柄が、人類全体の
福利厚生を損なう形でしか実現されていかない。また、民間企業の方がサービスがよいというのは、
本�的な誤解である。民間企業は契約書に書かれていない仕事をすることはせず、労働時間を延長
し、人員を削減し、付加給付（フリンジ・ベネフィット）や賃金をカットし、経験豊かで熟練した
労働者より経験不足で不熟練の低賃金の労働者を雇い、監視の行き届かないところで働かせる。ま
た、労働組合に加入していない、ときには違法の労働者を雇い入れ、利潤の最大化を追求する。こ
のため、民間企業のサービスは低レベルかつ最低限のものにとどまる。他方、公的企業従業員のサー
ビスの�は、従業員教育をしっかりやっているか否かによるのであり、公的企業は本来、長期的な
公共益の最大化のためにサービスを提供できるものである。森	（20年）	pp.	8-20.
2	 	http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000002yapj-att/2r9852000002yar0.pdf
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を参入させようとしており、また、多くの地方自治体は財政赤字を削減するた
めに公立保育園の民営化を行ってきている33。このように、ユニバーサル・
サービスは民間企業では提供できないという基本的な問題を無視し、住民サー
ビスの切捨てを行ってきている。
2000年4月に介護保険制度が導入されたが、在宅介護を中心とした最小限の
サービスにとどまっている。高額な入居費用が必要な民間の介護付き老人ホー
ム34に入れる富裕層でなければ、在宅などで週2～3回のサービスしか受けるこ
とができず放置され、孤独死や老々介護など深刻な問題が拡大している。介護
士手当が低いため、なり手が少なく、特別養護老人ホームのサービスの質も低
い。特別養護老人ホームの待機者数は、全国で 421,000 人35、酒田市で 857 人
（2013年2月現在）である。
ヨーロッパ諸国やニュージーランドのように公的サービスを100％整備し、
その上で在宅での治療や介護を望む人には選択できるように制度を整えなけれ
ば、超高齢化社会では、「民」に依存した現状の仕組みのままではこれまで以
上に問題が深刻化し社会崩壊につながる。日本では、地方の公立病院を閉鎖し
たり民営化が強行され、医師不足や救急患者のたらい回しが常態化し医療の崩
壊がいわれて久しい。
７．「世界でよい大学は私立」という誤った考え方
産学連携、産学一体などを打ち出している大学が多いが、私的な利潤追求を
目的とする民間企業に大学を従属させ、大学の存在の仕方を限定してしまって
いる。卒業生の大半が民間企業に就職するが、私的な利潤追求によって環境破
	 	待機児童数を減らす方策として、公立保育園を増設するのではなく、現状でも先進国で最低レベル
にある（保育士人あたり才児の子供数は、ニュージーランド人：6人、日本人：20人）最低
基準をさらに緩めることによって対応しようとしている。東京都練馬区では、公立保育園を増設す
るどころか、60ある公立保育園のうち20を民間に委託する方針を打ち出している。
4	 	高額な入所費用を支払う必要があるにもかかわらず、病気が重篤化したら老人ホームから出なけれ
ばならない決まりとなっているため、意味がないといわざるをえない。
5	 	厚生労働省が2009年2月に入所申込者数をまとめた数字で、一般にこれが待機者数とされてきたが、
厚労省は介護の必要度などを考慮した待機者割合を200年9月に調査し、入所申込者の約22.5％、
約9,5000人が入所基準に合った待機者だったとしている。
　	http://www.tokyo-np.co.jp/artcle/sekatuzukan/200/CK200002000087.html
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壊や非正規社員が増加するなどの問題が起こり、企業の社会的責任が求められ
ている。私益の追求は公益に矛盾しない形ですべきであり、また、社会自体は
民間企業だけで成り立っているのではなく、医療、社会福祉、教育などの公共
サービスが不可欠で、その充実化が求められているのである。
ドイツやフランスのようなEU主要国の大学は、国立大学しかなく大学院ま
で学費が無料で、世界でも有数の名門大学である。「世界でよい大学は私立」
という考え方を主張する大学経営者がいるが、基本的な認識が誤っているとい
わざるをえない。2008年にノーベル経済学�を受�したポール・クルーグマ
ン36は、“民間はよくて、公的なものはダメ”と要約される政府哲学の誤りを論
じているが	37、まさに同じ問題である。現に、日本の大学780校のうち、定員
割れするなどよくない大学は国公立ではなく私立である。
表4にあるように、2040年までに東北地方の人口はおよそ30％減少すると予
測されている。このような急激な高齢化や人口減少に対しても、フランスにお
いて行政が福祉政策を充実化させることによって問題を解決してきているよう
に、行政が果たす役割が大きい	38。たとえば、山形県内の地方自治体に財政拠
6	 	Paul	Robn	Krugman	（95年2月28日	-	）	プリンストン大学教授、ロンドン・スクール・オブ・エ
コノミクス教授を兼任。2008年にはノーベル経済学賞を受賞した。
7	 	クルーグマンは、2008年の世界金融危機の際、ニューヨーク・タイムズに、「ゴードン（ブラウン首相）
はよくやっている」と題し寄稿した。イギリスのブラウン首相が破綻した金融機関をすばやく公的
資金によって国有化したことを高く評価した。他方で、ポールソン財務長官が公的資金7,000億ドル
による救済を発表した際に、「やろうとしていることは失敗したことだ」と言って、この明確な方
法（資本注入）を拒否し、その代わりに、政府が有害な不動産担保証券が買取ることを主張した。「数
週間の貴重な時間を浪費した後に、ポールソンも、今度は不良不動産担保証券ではなく、資本注入
すると方針を転換した。・・・ポールソンの当初の対応はイデオロギーによって歪められていたと
感じることは否めない。彼が、金融セクターの部分的な政府所有の必要性に直面させるのを困難に
していた“民間はよくて、公的なものはダメ”と要約される政府哲学の行政府のために仕事をして
いたことを思い出す必要がある」と論じている。
　		 	http://www.nytmes.com/2008/0//opnon/krugman.html?_r=&scp=&sq=Krugman�20
　		 Brown&st=cse&oref=slogn、森	（20年）	pp.	7-8.
8	 	フランスでは、出生率は980年代以降急速に下がり995年には過去最低の.65人にまで低下した。
その後フランス政府は出生率を人口置換水準である2.07人にまで改善させる事を目標と定め、各種
の福祉制度や出産・育児優遇の税制を整備した。女性の勤労と育児を両立することを可能とする「保
育ママ制度」、子供が多いほど課税が低くなる「N分N乗税制」導入や、育児手当を先進国最高の
20歳にまで引き上げる施策、各公共交通機関や美術館などでの家族ぐるみの割引システムなどを導
入し、この結果フランスの出生率は2006年に欧州最高水準の2.0人にまで回復した。また、事実婚
や一人親家庭などの多様な家族のあり方に対して社会が寛容である事、シングルマザーでも働きな
がら何人も子供を生み育てることが可能な労働環境と育児支援が法整備されている。このように少
子化や人口減少は、行政のあり方によって解決可能であることが示されている。
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出してもらい、県内からの大学入学者には学費の一部を貸与し、大学卒業後
10年間、県内で就労することを条件に返�を免除し、県外からの入学者には
学費を全額貸与し、上記を条件に返�を免除する。これによって、大学設立自
治体と大学双方の問題の同時解決を図ることが可能になる39。
さらには、大学を地域再生の核、社会の知的基盤としての役割を果たす拠点
として整備するというのであれば、地学地就を促進するために公設民営の大学
を公立大学とすべきである。高知工科大学・名桜大学・鳥取環境大学・東北公
益文化大学は、公設民営大学として開学したが、諸般の事情により学生定員を
満たせない状態が恒常化するなど、大学経営の課題となっていた。高知工科大
学・名桜大学・鳥取環境大学は、この状況の打開策として大学の運営形態を公
立大学へ変更し、公立大学の低額の学費となった（表5参照）ことから、これ
らの大学は受験生を集めることにすら苦心していた低倍率大学から一変して、
大量の受験生を集められる大学へと変貌している。2004年に開学した秋田県
の公立大学である国際教養大学は、授業をすべて英語で行うという特徴が評価
されたこともあり、短期間でトップ大学となっている。
所得水準が低い地方では、学費が高い私立であれば、大学を地域再生の核と
9	 	日本においても、すでに参考になる事例がある。自治医科大学は、医療に恵まれない僻地等におけ
る医療の確保向上及び地域住民の福祉の増進を図るため、972年に設立され、全国の都道府県が共
同で設立した学校法人によって運営され、卒業後は採用枠都道府県の定めにより、公立病院を中心
に9年間地域医療に従事することが求められている（4年半の僻地診療所・病院を含む）。6年間の
学費は2200万円程度であるが、在学中は貸与され、卒業後9年間指定公立病院等に勤務した場合そ
の返還は免除される。類似した制度を持つ省（庁）所管の医師養成機関として産業医科大学（厚生
労働省所管）・防衛医科大学（防衛省所管）がある。
表４　200年の総人口を00としたときの指数でみた総人口
順位 2025年 2040年
全国 94.2 全国 83.8
1 沖縄県 101.5 沖縄県 98.3
43 山形県 86.0 山形県 71.5
44 岩手県 85.7 岩手県 70.5
45 高知県 85.6 高知県 70.2
46 青森県 84.6 青森県 67.9
47 秋田県 82.2 秋田県 64.4
出所：	国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来�計人口（20年月�計）」http://www.pss.go.jp/pp-
shcyoson/j/shcyoson/kouhyo/gayo.pdf
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し、若者の大都市への流出を防ぐという目的を十分に果たせない。公設民営の
場合、40 多額の税金を投じて設立されているのにもかかわらず、有効に活用され
ていない事態を放置していては、納税者への説明責任も果たせていない。個人
が私財を投じて設立した私塾ではなく、公設民営でありながら私塾のような運
営を行うことは許されないはずである。
私立でなければ特色を打ち出せないということはなく、国公立であっても国
際教養大学のように特色を打ち出すことは可能である。フランスやドイツのよ
うにヨーロッパの大半の国やニュージーランド	41では、そもそも国立大学しか
なく、学費は大学院まで無料であり、所得が少ない人であっても、学ぶ機会が
保障されているのである。大学は公益のために設立され運営されるものであり、
民営である必要性はないといえよう。
大学を地域再生の核、社会の知的基盤としての役割を果たす拠点として整備
する際、地方自治体などを交え地域課題解決のためのアクションプランを作成
しても、すでに取り組んできた地方自治体のアクションプランと変わらないも
40	 	20年度より年生は原則として全寮制が導入されている。地元で学ぶ機会を作るために山形県と
庄内4市町村で200億円の税金を投じ設立されているにもかかわらず、全寮制となり寮費を負担で
きない地元の若者の入学機会が奪われている。上の子を東京や仙台の大学に行かせ経済的に大変な
ので、下の子は自宅から通える東北公益文科大学に通わせたかったという親が多い。
4	 	オーストラリアでは、40校の大学のうち国公立大学が8校。
表５　学費の比較（後援会費・同窓会費・保険料などを除く）
　 公設民営から公立 公設民営（私立）
　 高知工科大学 名桜大学 鳥取環境大学 東北公益文科大学
入学金
県外在住者
 300,000円
地域内在住者
 125,000円
県外在住者
 282,000円
 270,000円
県内在住者
 150,000円
地域外在住者
 250,000円
県内在住者
 188,000円
授業料  535,800円  535,800円  535,800円  650,000円
施設整備費 　 　 　  200,000円
寮費  300,000円40
入学初年度合計
県外在住者
 835,800万円
地域内在住者
 704,100円
県外在住者
 817,800円
 1150,000円
県内在住者
 685,800万円
地域外在住者
 829,100円
県内在住者
 723,800円
2年次～4年次合計  535,800円  535,800円  535,800円  850,000円
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のになってしまう。このため、地方自治体との差別化を図るため、大学は人材
育成を目標にするということでは、元々大学は人材育成をするところであり、
新たに何も掲げていないのと同じである。これまでやってきたことの延長線上
に位置づけるだけでは、これまでと同様に、地方の高齢化、人口減や衰退を克
服することはできないであろう。新自由主義や新古典派経済学の処方箋に囚わ
れている行政に方針転換を迫り、公設民営大学を公立大学として地域再生の核、
社会の知的基盤としての役割を果たす拠点として整備していく必要があろう。
完全に行き詰ってから公立化するのではなく、1年でも早く公立化し地域再生
の核とすべきである。
８．農民なき農業
否応なくグローバリゼーションの波が押し寄せ、TPPで安倍政権は何らか
の妥協をすることが予想される。たとえば、東欧諸国は、EUに加�するまで
に、国際競争力を持っていた大規模機械化農業の協同組合所有農場（コルホー
ズ）と国営農場（ソフォーズ）を解体し、農地の再私有化によって0.5～0.2ヘ
クタールの農地に細分化され競争力を失い、7年間を移行期間として、2004年
に既加�国が受け取っている農業補助金の25％、7年後までに80％に相当する
農業補助金を段階的に受け取り、既加�国が受け取っている補助金は7年後ま
でには現在の80％に削減されるという妥協をしたが、壊滅的な打撃を被った42。
西欧の既加�国の農業を守るために、新規加�東欧諸国の競争力を持った大規
模機械化農業の協同組合所有農場（コルホーズ）と国営農場（ソフォーズ）を
解体させたのである。
すでにNAFTAによって自由貿易化が実現されているメキシコとカナダでは、
多くの農民が破綻し多国籍企業によって買収が進んでいる。安倍政権がグロー
バル化に対応した農業として計画している農地の大規模化は、ブラジルのセ
ラード（サバンナ）開発やアフリカで大規模に起こっている外資による土地強
奪のように、農民なき農業に帰結することが懸念される。日本の農業協同組合
42	 	森「EU拡大と東欧における地域協力」、今井、和田、森（200年）所収。pp.	28-29.
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は、協同購入や協同出荷を行ってきたが、協同生産にも取り組み、農民なき農
業にならないように対策を講じていく必要があろう。
採算が取れないということや高齢化もあり、日本の農地は耕作放棄地が増え
ている。これは、地球規模で考えれば大変もったいない話である。2012年か
ら西アフリカでは旱魃による飢饉で大勢の人々が亡くなっているのであり、国
連や世界銀行が先進国の�剰生産物を買い取り、食料が不足している地域に供
給すれば、先進国の�剰生産能力と途上国の食料不足をマッチさせることがで
きる。アフリカや南アジアにおける人口爆発で世界人口は毎年約9,000万人増
加し続け、世界全体の農産物供給量は十分にあっても、アフリカや南アジアで
は食料を購入できない人々が増加するという問題が深刻化していく。
農産物の自由化では、日本やEUが打撃を受けるが、農産物の自由化が行わ
れなければ、途上国はいつまでたっても経済発展することができない。どちら
かが駄目になる方法ではなく、両方とも活かすことができる方法を考える必要
がある。TPPなどによって先進国の農業を成り立たなくさせるのではなく、
先進国の農業を維持するとともに、国際的に食料不足の地域に供給する制度に
よって解決していく必要がある。地方における農業の維持を望んでいる地方自
治体は、このような観点からアピールが必要であろう。
９．地方分権化が招く一極集中
フランスやイタリアでは、地方の町や村が過疎化することなく魅力的な生活
空間として存在し続けている。フランスでは市町村はコミューン43 であり、市
町村が設置するのは小学校までで、中学校は県、高校は地域�（région）、大
学は国が設置し、国は公立学校にかかわる経費のうち、国家公務員である教職
員の給与全額を負担し、教科書そのほかの教材費についても多くを補助してい
4	 	日本の市町村にあたるが、フランスには日本のような行政上の市、町、村の区別はない。地図上に
「都市」も「村」も存在しない。人口80万人のマルセイユも、200人程度のカマンベールもコミュー
ンである。コミューンには、議会（consel	muncpal）と市長（mare）が置かれる。議会の議員は
住民の直接選挙で選ばれる。市長は議員の中から互選され、議会の議長と執行機関の長を兼ねる。
この点はイタリアのコムーネと共通している。日本の市町村と比べるとコミューンの規模は小さく、
平均人口は約,500人で、約9割が人口2,000人未満である。
00
る。一方、地方自治体は学校の建築費、改築費、設備費という物的要素を中心
に負担している。このため、地方自治体の負担は小さく、教育においてもユニ
バーサル・サービスが実現され、魅力的な地方の町や村を維持することを可能
にしている。
日本では2001年に成立した小泉純一郎内閣における聖域なき構造改革の一
環として、「地方に出来る事は地方に、民間に出来る事は民間に」という小さ
な政府論を具体化する政策として「三位一体改革」が推進され、国庫補助金改
革・税源移譲による地方分権と、地方交付税の削減による財政再建をセットで
行うこととしたことに地方分権は性格付けられている。政府は2013年12月、
地方分権改革推進本部と閣議で、国道や国直轄河川の管理など48の事務・権
限を国から自治体に移すことを決め、2014年の通常国会に関連法案を提出す
る方針である44。このような「官から民へ」という方針は、さらなる犠牲を国
民に強いる新自由主義のレトリックといわざるをえない。
「民」の中に NGO/NPO も含まれるが、本来、政府がすべきことを非力な
NGO/NPOに肩代わりさせることになり、NGO/NPOを強化することによって
ユニバーサル・サービスを実現することには無理がある。
日本は中央集権を地方分権に移行させるという大方針で、地方自治を担える
よう1999年（平成11年）4月頃から2006年（平成18年）までに平成の大合併
が取り組まれてきた。この間、地方の衰退に歯止めをかけることはできず、逆
に拍車をかけてきているのであり、中央集権的に教育、医療、福祉、国道や国
直轄河川の管理などの分野でユニバーサル・サービスを実現することによって、
アマルティア・センが言う所得の再分配を行えるよう政策の大転換が必要に
なっている。
議論されている道州制のように地方分権化は、地方・地域がそれぞれの事情
に合った、より適切で柔軟な統治を行えるようになり各地域独自の財源を増や
す。しかし、富める地域はますます豊かに、貧しい地域はますます貧しくなり、
格差の拡大を招き、ユニバーサル・サービスを困難にし、逆説的に一極集中を
加速させる。これ以上地方の衰退・崩壊を招かないよう、中央政府と地方政府
44	 	http://www.nkke.com/artcle/DGXNASFS9024_ZCA2PP8000/
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のあり方自体を見直す必要がある。
おわりに
今日の地方の高齢化、人口減や衰退の原因を分析することなく、闇雲に対症
療法的にのみ行動していても地方の高齢化、人口減や衰退のスピードに追いつ
けず、自己満足に終わってしまう。今日の地方の高齢化、人口減や衰退は、自
然現象ではなく、時代の流れだから仕方がないといって放置しておけば、社会
全体が立ち行かなくなる。新自由主義的な市場至上主義政策によって格差拡大
や一極集中がもたらされ、公立病院や保育園などが民営化もしくは閉鎖され、
行政によって医療・福祉などのサービスが切り捨てられてきているのである。
行政は保育園や特別養護老人ホームの待機者数が膨大であるにもかかわらず、
保育園や特別養護老人ホームの数を増やすことなく、放置してきたのである。
また、公設民営として多額の税金を投じながら公立大学として地方自治体が関
与せず、地元で高等教育を受ける機会を充実させ若者の地方から大都市への流
出に歯止めをかけることに成功していない。これらに目を向けメスを入れ根治
療法をしないかぎり、対症療法的に地域課題に取り組んでも部分的に症状を和
らげる効果しかない。
対症療法的な対策だけではなく、ヨーロッパ諸国やセンが高く評価した「ス
リランカ・モデル」のように福祉国家への政策やシステムの転換を求めていく
必要がある。多国籍企業の租税回避を解消し、防衛費を削減し、社会保障と文
教予算を増やし、所得の再分配を大規模に行う必要があろう。医療、福祉、教
育がヨーロッパ諸国のように無料化され、公共財がすべての人に供給されれば、
その分家計に占める支出が減り、2013年10月時点で216万4,338人、受給世帯
も159万4,729世帯、年間約3�8,000億円で過去最多を更新している生活保護
受給者を減らすことなどが可能になり、不必要な政府の役割を減らすことにな
るのである。このように新自由主義から脱却し、公共財がすべての人に供給さ
れる公益社会に転換していくことが求められている。
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